
 
 
 
 
 
 
 
（１）分散型電源の活用拡大 
 ～自家発や再エネ等の分散型電源の 
   参入促進とこれを支える送配電事業の  
   中立性・公平性強化 
 

 １．自家発の故障時等に備えた「自家発補
給契約」の負担の実質的引き下げ 

 ２．発電と需要の「同時同量ルール」に基
づくインバランス料金の引き下げ 

 ３．自家発余剰電力の有効活用のための
電力会社の系統（送電網）の活用 

 ４．送電における広域的運用の実施 
 ５．再生可能エネルギーの優先接続・優先

給電ルールの整備 
 
（２）スマートメーターの導入促進と 
 柔軟な電気料金メニューの設定 
 

 ６．柔軟な料金メニューの設定による 
   需要家に対するピークカット・省エ 
   ネ誘因強化 
 ７．5年間の集中導入プランに対応したス

マートメーターの導入加速化の 
   ための制度的枠組み 
 ８．スマートメーターのインターフェースの

標準化   

 
（３）卸市場の活性化によるコスト低減 
 

 ９．卸・ＩＰＰの発電余力の活用 
 
 
 
 
 

電力システム改革(9項目) 
～来夏を目指した 
  多様な主体の参画の促進～ 

 
 
 
（１）太陽光発電 
 

 10．電気事業法上の保安規制の見直し 
 11．工場立地法上の取扱いの見直し  

 
（２）風力発電 
 

 12．自然公園における風力発電施設の審査に 
    関する技術的ガイドラインの見直しの検討 
 13．洋上風力発電に関する制度環境の整備   
 

（３）地熱発電 
 

 14．自然公園法に基づく立地規制の許可要件 
      の明確化等 
 15．温泉法における掘削許可の判断基準の 
     考え方の策定  
 

（４）小水力発電・バイオマス 
 

（５）共通項目 
 16．農山漁村の再エネ促進の新法による、農山漁

村における導入促進に係る農林地等の利用調整
の円滑化 

 
 17．国有林野における許可要件・基準の見直し 
 
 18．地球温暖化対策地方公共団体実行計画における 
   再生可能エネルギー等導入の位置づけ明確化 
 

再生可能エネルギー導入(9項目) 
～供給構造の改革～ 

 
 
 
 
（１）需要側における電力ピーク対策の導入 
 
 19．省エネ法における電力ピーク対策の 
     積極評価 
 20．需要側の電力ピーク対策における供給 
     事業者側の協力 
 
（２）蓄電池の利用拡大 

 
 21．消防法に基づくリチウムイオン電池の取 
     扱い規制の見直し 
 22．リチウムイオン電池の非常用電源として 
     の使用解禁 
 
（３）民生部門を中心とした省エネ規制の 
  徹底・強化   

 
 23．住宅・建築物の省エネ基準の見直し 
 24．住宅・建築物のラベリング制度の充実 
 25．省エネ法等による住宅・建築物の省エネ 
     基準適合の段階的義務化 
 
（４）熱エネルギーの有効利用の促進 
 
 26．熱エネルギーの活用のための制度整備 
 
 
 

省エネルギー推進(8項目) 
～需要構造の改革～ 

エネルギー規制・制度改革アクションプランの 
重点課題２６項目 


